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Ⅰ．総合研究報告 

厚生労働科学研究費補助金 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合研究報告書（まとめ） 

脳卒中及び循環器疾患における 
治療と仕事の両立支援の手法の開発 

研究代表者 佐伯 覚（産業医科大学医学部リハビリテーション医学講座 教授） 

研究要旨： 

脳卒中及び循環器疾患の急性期医療の近年の大きな進歩があったが、その効果を

社会参加、とりわけ就労復帰につなげ長期的に継続するには、回復期以降の体制整

備も極めて重要である。高齢化が進んでいるわが国では、今後脳卒中及び循環器疾

患患者の増加が予想されており、本領域患者に対する包括的な両立支援システム確

立は極めて重要である。本研究では、脳卒中及び循環器疾患の両立支援の手法確立

を目指すことを目的に、研究期間において以下の 3 研究を実施した。 

1．わが国における脳卒中及び循環器疾患の復職の現状

2．急性期・回復期・維持期の各病期に応じた医療の現場における両立支援手法の

確立 

3．脳卒中及び循環器疾患における両立支援ツールの作成 

わが国における脳卒中及び循環器病の復職の現状と課題を整理した。就労世代の

脳卒中患者は高齢脳卒中患者とは異なり、特別なリハビリテーションニーズを有し

ている。その点を考慮したリハビリテーションプログラムや連携など多くの支援が

必要である。脳卒中患者の非就労による経済的損失は、間接費用の 55%に相当する。

現行の復職率が 15%向上すれば、間接費用においては約 30%の損失の軽減が得られ、

直接費用においても傷病手当金や障害年金など約 3 千億円の支出減となる。復職率

向上による医療経済的効果は極めて大きい。循環器疾患を抱える就労者の治療と就

労の両立には業務起因性の病状悪化や治療に伴う業務制限など循環器疾患特有の

問題を解決する必要がある。復職に関して取り扱う循環器臨床ガイドラインが増え

ていた。心臓リハビリテーションは復職におい有効と考えられるが、継続性に課題

がある。復職の様体は個別性が高く、困難例においては主治医と事業所とのコミュ

ニケーションが重要であるが、未だ連携が十分に行われているとは言えない。両立

支援において、患者の職種や業務内容を評価し、適切な復職をするために助言をす

ることが望ましい。

院内システムの整備において、今後の課題として以下の 3 点に要約できる：①「治
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療と仕事の両立支援」に関して、全国へのさらなる広報・啓発が必要である。②就

労支援の相談内容について相談・介入のレベルは様 （々情報提供や、 職場との文章

のやり取り、 職場担当者に来院を願う、 職場訪問するなど）であるため、 相談の

区分や介入の基準作りが必要である。③急性期の場合は直ちに両立支援対象者とし

ての依頼がない場合が多いため、 脳卒中の入院から両立支援に関するスクリーニ

ングができる体制が不可欠である。脳卒中就労支援においては個別性が高く、情報

を一元化して両立支援のスクリーニングが実施できるシステム構築が必要である。

また、脳卒中や循環器疾患においては、院内に留まらず院外を含めた連携やサポー

トが必要であり、そのためにも院外の医療機関や関係施設との連携が不可欠であ

る。新型コロナ感染症流行下においては、院外の連携が大きく損なわれる事態とな 

ったが、オンライン面談などを通じた新たな連携の方法で対応できる可能性が、本

研究結果より示唆された。今後オンライン診療の拡充に合わせて、院外のオンライ

ン連携を促進することにより、復職に難渋する患者を地域でサポートできるように

なる。

患者・家族向けの情報リーフレット 「働く世代のあなたに脳卒中の治療と仕事

の両立お役立ちノート」および「働く世代のあなたに心疾患の治療と仕事の両立お

役立ちノート」を作成し、厚生労働省、公益社団法人日本脳卒中協会、産業医科大

学などのホームページで公開し、無料ダウンロードできるようにした。本ノートは

患者や家族に働きかけ、彼らの社会参加を促すなど行動変容につながるツールとし

て活用され、脳卒中や循環器病患者の就労者数増加や復職率向上に寄与すると考え

られる。

折しも研究期間中は新型コロナ感染症の流行もあり、現行の医療システムの機能

不全を招いた。既に、高齢者を中心とした脳卒中や循環器病の現行の医療システム

は硬直化しており、就労世代の社会復帰～両立支援の仕組みを取りこんだ新たなシ

ステムの構築が必要である。

研究分担者 

立石清一郎 産業医科大学医学部両立支援科学講座 准教授 

荻ノ沢泰司 産業医科大学医学部第 2内科学講座 学内講師 
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A. 研究の背景と目的 
 
脳卒中及び循環器疾患の復職の過程は

各々の事例で極めて個別性が高く、神経

学的、機能的要因など多要因によって影

響を受けおり、疾病や心身機能が改善さ

れても仕事に就くことが困難なことが多

い。脳卒中の場合、復職を望む60％以上の

者が復職が困難な状況にあり、本人や家

族のみの問題にとどまらず、社会経済的

損失も極めて大きい。医療費や障害年金

などの直接費用に匹敵する逸失所得があ

るとの報告もある（AHA, 2006）。この要

因として、脳卒中や循環器疾患に特有の

状況を考慮した両立支援方法が体系化さ

れていないため、治療を開始する医療機

関等で両立支援の対応が十分なされてい

ないことが指摘されている。 

循環器疾患の有病率は40歳台から年齢

と共に増加し、就労世代においても決し

て稀な疾患群ではない。さらに、本邦は人

口動態上就労人口の減少が予測されてお

り、今後定年の延長や高齢者の再雇用な

ど、循環器疾患を抱えながら仕事を続け

る就労者の増加が見込まれることから、

循環器疾患の復職支援・両立支援は重要

な課題である。循環器疾患は、病態及び重

症度が極めて多彩であること、がん等と

は異なり、就労そのものが心不全増悪な

ど病状悪化を来すリスクがあること、突

然死や失神による事故などのリスクを考

慮する必要があること、ICD植込み後の職

業運転禁止や開心術後一定期間の上肢の

運動制限など治療に伴う業務制限がある

ことなど、就労継続していく為には多く

の循環器疾患特有の問題を解決しなけれ

ばならない。 

そこで、本研究では、１．わが国におけ

る脳卒中及び循環器病の復職の現状を明

らかにすること、２．急性期・回復期・維

持期の各病期に応じた医療の現場におけ

る適切な両立支援の手法を確立すること、

３．脳卒中及び循環器疾患における両立

支援ツールの作成を目的とする。 

研究代表者らは既に、脳卒中および循

環器疾患の復職に関して体系的文献レビ

ューを実施しており（労災疾病臨床研

究・森班「身体疾患を有する患者の治療

と就労の両立を支援するための主治医と

事業場（産業医等の）連携方法に関する

研究」H26－28）、申請者らが所属する

大学病院内に両立支援科を含む「治療と

仕事の両立支援システム」を構築し運用

している。本研究に関連した「脳卒中復

職の分析疫学モデル」は、申請者らが実

施した研究デザイン（Saeki, Stroke 

26、1995）を米国 NIH が採用したのを

かわきりに国際的に広く採用されてい

る。また、令和元年度厚労省「がん患

者及び脳卒中患者の仕事と治療の

両立支援モデル事業」（以下、脳卒

中両立支援モデル事業）におい

て、上記院内システムを活用して

脳卒中の就労支援に関するスクリーニ

ングを実施しているほか、北九州脳卒中

地域連携パス登録事例分析、患者・家族

や近隣医療機関への啓発活動を実施して

いる。また、上記森班研究において循環

器疾患に関して身体疾患の就労支援に与

える就労上及び治療上の要因に関する文

献レビューでは、本邦の診療ガイドライ

ンの中には職場復帰や就労に関するもの

が整備されていること、主治医と事業所

の連携に関して述べている報告や職場復

帰に与える影響について論じた報告は皆

無であることが明らかとなった。 

脳卒中及び循環器疾患の急性期医療の

近年の大きな進歩があったが、その効果

を社会参加、とりわけ就労復帰につなげ

長期的に継続するには、回復期以降の体

制整備も極めて重要である。高齢化が進

んでいるわが国では、今後脳卒中及び循

環器疾患患者の増加が予想されており、
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本領域患者に対する包括的な両立支援シ

ステム確立は国際的にも極めて新奇的で

あり先進的である。 

 

 

B. 方法 
 
１．わが国における脳卒中及び循環器疾

患の復職の現状 【復職の現状調査】 

２．急性期・回復期・維持期の各病期に

応じた医療の現場における両立支援手

法の確立 【両立支援手法の確立】 

３．脳卒中及び循環器疾患における両立

支援ツールの作成 【両立支援ツールの

作成】 

 

C．結果 
 

１．わが国における脳卒中及び循環器疾

患の復職の現状 【復職の現状調査】 

 
本分担研究では、わが国における脳卒

中及び循環器病の復職の現状を明らかに

することを目的に文献等調査を行った。

また、これらの文献等情報をもとに、脳卒

中及び循環器疾患の両立支援がもたらす

社会経済的効果についても検討した。 

脳卒中を主とした文献等現状調査につ

いて現状と課題を整理した。就労世代の

脳卒中患者は高齢脳卒中患者とは異なり、

特別なリハビリテーションニーズを有し

ていることに注意が必要である。その点

を考慮したリハビリテーションプログラ

ムや連携など多くの支援が必要である。

脳卒中患者の非就労による経済的損失は、

間接費用の 55%に相当する。現行の復職率

が 15%向上すれば、間接費用においては約

30%の損失の軽減が得られ、直接費用にお

いても傷病手当金や障害年金など約 3 千

億円の支出減となる。復職率向上による

医療経済的効果は極めて大きい。 

循環器疾患を抱える就労者の治療と就

労の両立には業務起因性の病状悪化や治

療に伴う業務制限など循環器疾患特有の

問題を解決する必要がある。復職に関し

て取り扱う循環器臨床ガイドラインが増

えていた。心臓リハビリテーションは復

職におい有効と考えられるが、継続性に

課題がある。復職の様体は個別性が高く、

困難例においては主治医と事業所とのコ

ミュニケーションが重要であるが、未だ

連携が十分に行われているとは言えない。

両立支援において、患者の職種や業務内

容を評価し、適切な復職をするために助

言をすることが望ましい。 
 

２．急性期・回復期・維持期の各病期に

応じた医療の現場における両立支援手

法の確立 【両立支援手法の確立】 

 

１）院内システム：上述の「脳卒中両立

支援モデル事業」において、院内シ

ステムを活用して脳卒中の就労支援

に関するスクリーニングを実施した成果

を含め、情報を一元化して両立支援対象

患者のスクリーニングが実施できる院内

システムの整備や構築に関係した課題に

ついて整理した。院内システムの整備に

おいて、今後の課題として、以下の 3 点

に要約できる。 

 

①「治療と仕事の両立支援」に関して、 全

国へのさらなる広報・啓発が必要である。 

 

②就労支援の相談内容について相談・介

入のレベルは様々（情報提供や、 職場と

の文章のやり取り、 職場担当者に来院を

願う、職場訪問するなど）であるため、 相

談の区分や介入の基準作りが必要である。 

 

③急性期の場合は直ちに両立支援対象者

としての依頼がない場合が多いため、 脳

卒中の入院から両立支援に関するスクリ

ーニングができる体制の整備が必要であ

る。特に脳卒中患者は、 診療区分（入院

あるいは外来）、 診療科（多診療科に及
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ぶ）、 病期（急性期・回復期・生活期）の

3条件の組み合わせによって、様々な状況

での診療対応がなされており、必然的に 

脳卒中就労支援においては個別性が高く

なる。情報を一元化して両立支援のスク

リーニングが実施できるシステム構築が

必要である。

２）院外システム：北九州脳卒中地域連

携パスなどを活用したシステムについ

て、実行性や課題を整理した。

病院の機能分化により、急性期・回復

期・生活期と担当医療機関が異なってい

る現状から、特に脳卒中においては急性

期で両立支援の対象患者をピックアップ

できても、その後の両立支援の継続性が

担保されない現状がある。北九州脳卒中

地域連携パス参加医療機関（急性期13

病院、回復期35病院）において、両立

支援に関する情報をパスシートに加えて

シームレスな継続支援が可能なシステム

の構築を進めた。

従来、効率よく面談が実施できるよ

う、北九州脳卒中地域連携パス協議会で

は、集団で個別面談を実施していたが、

新型コロナ感染症流行により、このよう

な集団での面談は「三密」の状態であ

り、実施困難となった。そのため、診療

報酬の規定に関して事前に九州厚生局の

了解を得て新たにZoomを利用したオン

ライン面談に切り替えた。新型コロナ感

染症流行下にあっては、このような形式

の面談方法が感染予防の上で有効であ

り、また、実務面においては参加医療機

関の担当者の時間と人員の効率化が図ら

れることなどの利点もみられた。

３．脳卒中及び循環器疾患における両立

支援ツールの作成 【両立支援ツールの

作成】 

本分担研究では、脳卒中及び循環器疾

患における両立支援ツールの作成を行う

ともに、それらを活用して患者・家族への

啓発を目的として実施した。 

患者・家族向けの情報リーフレット 

「働く世代のあなたに脳卒中の治療と仕

事の両立お役立ちノート」および「働く

世代のあなたに心疾患の治療と仕事の両

立お役立ちノート」を作成し、厚生労働

省）、公益社団法人日本脳卒中協会、産

業医科大学などのホームページで公開

し、無料ダウンロードできるようにし

た。

D. 考察

本研究では、脳卒中及び循環器疾患の

両立支援の手法確立を目指すことを目的

に、研究期間において上記３研究を実施

した。 

１．【復職の現状調査】 

就労する循環器疾患患者の増加に呼応

して、復職に関して取り扱う循環器臨床

ガイドラインが増えている。疾患と重症

度などの患者背景と、仕事内容・雇用形態

など職場側の状況により復職の様体は個

別性が高く、困難例においては主治医と

事業所とのコミュニケーションが重要で

あるが、未だ連携が十分に行われている

とは言えない。心臓リハビリテーション

は復職において極めて有効と考えられる

が、現状ではその継続性に課題がある。 

現行の脳卒中医療システムは高齢者を

中心としたモデルであり、効率的な機能

分化を想定して構築されている。復職や

両立支援は急性期~社会復帰までの一貫

性が必要であり、現行の医療モデルでは

対応しきれていない。一般の病院では、両

立支援は主治医、両立支援コーディネー

ター、ソーシャルワーカー、看護師、保健

師、リハビリテーション療法士など多職

種が関与しており、チーム医療で行われ

ている。診療報酬での療養・両立支援指導
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料加算、両立支援コーディネーター制度

などのオプション的な対応では限界があ

る。両立支援を対象とした患者に対して

は、発症~社会復帰までの一貫した診療継

続体制（外来リハビリテーションを含め

て）がとれるようなシステムの構築が望

まれる。新型コロナ感染症で大きな影響

を受けた現行の医療システムは変更を余

儀なくされる可能性があり、それに合わ

せて、両立支援の仕組みを含めることが

望ましい。 

また、復職率向上による医療経済的効

果は極めて大きく、考慮すべき内容であ

る。これら実態と課題、費用便益に関する

結果を踏まえ、今後の両立支援推進の施

策策定に反映されることを期待したい。 

 

２．【両立支援手法の確立】 

脳卒中及び循環器疾患の両立支援にお

いては、急性期においても全身状態が安

定した時期から、早期に開始することが

肝要である。当大学病院で診療を行って

いる脳卒中患者の両立支援対象者のスク

リーニングをもとにした本研究の結果で

は、ⅰ．診療区分（入院あるいは外来）、

ⅱ．診療科（対応している主診療科に留ま

らず、多診療科が関与）、ⅲ．病期（急性

期・回復期・生活期）の 3条件の様々な組

合せでの診療があり、就労支援の個別性

が高いという疾患の特徴をよく表してい

た。両立支援対象患者のスクリーニング

においては、これらの情報を院内で一元

化して管理する必要があり、就労支援や

両立支援センター、医療連携室などがそ

の任に当たることが推奨される。また、そ

の対応には両立支援コーディネーターの

資格を有する者が望ましいと考えられる。 

脳卒中学会で、現在約千か所の一次脳

卒中センターが認定されている。今後、包

括脳卒中センターの認定が進むが、その

要件として、上記の両立支援を含めた相

談窓口の設置を含めることが望まれる。

また、就労世代の脳卒中患者の復職率は

40～50％であり、その約１/４は発症後 6

か月～1年 6か月の間に復職している。中

等度の障害を有する彼らは、医療機関の

外来診療において多職種のサポートを必

要としているが、診療報酬の規定上発症 6

か月間の脳血管リハビリテーションの算

定期限を超えていることが多く、復職に

向けた機能及び体力向上や院外機関との

連携など必要なサポートを受けにくい現

状がある。療養・就労両立支援指導料算定

患者に対して、脳血管リハビリテーショ

ンの算定期限を超えて、発症～1年あるい

は 1 年 6 か月まで拡充することができれ

ば、両立支援が大きく促進される。分担研

究 1 の結果からも明らかなように復職率

向上によって軽減される費用からすれば、

必要とされる医療費は大きくなく十分な

費用対効果を生むと考えられる。 

脳卒中や循環器疾患においては、院内

に留まらず院外を含めた連携やサポート

が必要であり、そのためにも院外の医療

機関や関係施設との連携が不可欠である。

新型コロナ感染症流行下においては、院

外の連携が大きく損なわれる事態となっ

たが、オンライン面談などを通じた新た

な連携の方法で対応できる可能性が、本

研究結果より示唆された。今後オンライ

ン診療の拡充に合わせて、院外のオンラ

イン連携を促進することにより、復職に

難渋する患者を地域でサポートできるよ

うになる。 

 

３．【両立支援ツールの作成】 

 

本研究で作成した「治療と仕事の両立

お役立ちノート」は患者や家族に働きか

け、彼らの社会参加を促すなど行動変容

につながるツールとして活用され、脳卒

中や循環器病患者の就労者数増加や復職

率向上に寄与すると考えられる。 
 

脳卒中及び循環器疾患の両立支援の手

法が確立することにより、急性期・回復
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期・維持期の医療機関等における就労支

援が、病院機能分化の制約を超えて継続

実施することが可能となる。以前より本

疾患領域の就労に関する情報が極めて乏

しいとの指摘が患者（団体）から指摘され

ていたが、本研究で作成した「治療と仕事

の両立お役立ちノート」は極めて重要な

情報発信となる。すなわち、お役立ちノー

トは患者自身及び家族に働きかけ、彼ら

の社会参加を促すなど行動変容につなが

る画期的ツールとなりうる。これらの支

援が有機的に連携することにより、本疾

患領域の患者において就労者数増加や復

職率の向上が期待される。 

また、本研究では、文献調査等で得られ

た具体的な治療や介入、復職率や休職期

間のデータを加味し、前述の直接費用お

よび間接費用を算出するとともに、復職

しえた場合の費用軽減効果を推計した。

この費用便益に関する結果は、今後の両

立支援推進の施策策定における重要な基

礎データとなりうると考えられる。 
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